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要  旨 
2007 年７月 16 日 10 時 13 分頃，新潟県中越沖を
震源とするマグニチュード 6.8，最大震度６強を観
測した「平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震」（以
下，「中越沖地震」という．）が発生した． 
測地部では，地震活動で大きな地殻変動が認めら
れた地域において，公共測量等に正確な位置の基準
を与えるため，三角点及び水準点の緊急測量調査を
実施するとともに，緊急測量調査の結果を踏まえ，
さらに範囲を拡大し，高度地域基準点測量及び高精
度三次元測量を実施した．これらの測量結果に基づ
き，地殻変動が認められた地域の三角点 406 点及び
水準点 39 点の測量成果の改定を，2008 年７月１日
までに完了した．今回の成果改定では，想定される
変動量により，地域毎に幾つかの異なる対応によっ
て効率的に改定事業を進めた． 
本稿では，地域毎の施策と求められた改定成果に
加え，公共測量での負担軽減を目的に，地震に伴う
地殻変動による位置の変化を補正するために構築し
た補正パラメータの概要について報告する． 
 
１．はじめに 
新潟県柏崎市西山，刈羽村割町新田，長岡市小国
町及び長野県飯綱町芋川で震度６強を観測した中越
沖地震では，広範囲で地殻変動が発生し，局所的に
は複雑な変動パターンが見られ，震源断層直近では
大きな歪みが推定された．電子基準点の観測データ
の解析により，柏崎市の海岸地域の「柏崎１」が北
西方向へ約 17cm 移動し，「柏崎２」が約７cm 沈降し
たことが検出された．さらに電子基準点の観測デー
タの解析結果等から求められた震源断層モデルによ
ると，平均的な水平歪み量が２ppm（10km で２cm）
を超えると推定される陸域は1,200km2を超える範囲
に及んだ． 
測地部は，被災地の詳細な地殻変動を把握するた
め，７月 18 日より機動観測課を中心に職員６名を派
遣し，緊急の高精度三次元測量（水準測量）の観測
を行った．また，震源断層モデル及び干渉 SAR 解析
結果などを基に，地殻変動の大きな地域の電子基準
点６点及び三角点 324 点の測量成果の公表を，７月
20 日に停止した．成果公表を停止した三角点につい
ては，早急に改測等の復旧測量を実施するため，７
月 25 日より緊急測量調査を開始した．これらの三角

点の改定成果は，高度地域基準点測量による改測，
三角点改測，三角点改測結果と平成 16 年（2004 年）
新潟県中越地震（以下，「中越地震」という．）に伴
い実施された改測データを用いた改算及び補正パラ
メータによる改算により対応した．水準点について
は，さらに広域な高精度三次元測量を行い，これら
の作業が完了したものより順次改定成果を公表して
いくこととした．また，補正パラメータについては，
国及び地方公共団体等の所有する公共測量成果を補
正するため，提供可能な範囲においては，水平及び
標高パラメータとも国土地理院のウェブサイトで公
表することとした． 
 

 
図－１ 電子基準点水平変動ベクトル図 

 

 
図－２ 電子基準点上下変動ベクトル図 
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２．基準点成果の公表停止 
測地基準課は，震源断層モデルに基づき水平歪み
図を作成し，平均的な水平歪み量が２ppm を超える
と推定される地域の三角点 324 点について，７月 20
日に成果の公表を停止するとともに，記者発表及び
ウェブサイトにより周知を図った．水準点について
は，緊急の高精度三次元測量の観測結果を待って対
応することとし，ウェブサイトで公表停止地域及び
周辺地域で測量を行う場合は注意するよう呼びかけ
た．さらに成果公表停止に伴う対応先を明確にする
ため，問い合わせ先を明記し対応にあたった． 
 

 
図－３ 成果公表停止地域 

 
成果公表停止地域の範囲は，都市再生街区基本調

査を実施した柏崎市全域を中心に，中越地震に伴い
三角点改測作業が実施されたエリア（図－４参照．
測量網で示された部分）を含む形となった．このこ
とは，都市再生街区基本調査の街区基準点成果や平
成 16 年時の改測作業の成果を使用して実施してい
る公共測量にも影響を与える．また，停止エリアに
接合する停止エリア外の部分では，水平歪み量が２
ppm 以下と想定できるため，歪み量は微少であると
考えられた．これらの状況を勘案し，平成 16 年時に
実施した三角点改測作業の観測データを活用した改
算による成果改定も視野に入れ，基準点成果の改定
計画を検討した． 
 
 

表－１ 成果公表停止基準点数 

一等 二等 三等 四等
柏崎市 3 0 7 42 54 103 106
出雲崎町 1 0 1 4 14 19 20
刈羽村 0 0 0 5 11 16 16
長岡市 1 1 3 27 56 87 88
小千谷市 1 0 2 10 31 43 44
上越市 0 1 2 10 20 33 33
十日町市 0 0 1 8 14 23 23
合計 6 2 16 106 200 324 330

合計

表 数

市町村名 電子基準点
三角点 三角点

計

 

 

 

図－４ 緊急測量調査作業地域図 
 
３．三角点緊急測量調査 
測地基準課では，成果の公表を停止した地域にお
いて，地震に伴う詳細な地殻変動の把握及び災害復
旧・復興に資するため，三角点の緊急測量調査を実
施した．調査作業は，実施中の豊予海峡・来島海峡
地区 GPS 渡海水準測量選点作業を急遽変更して対応
した．７月 25 日に作業員２名（職員１名，測手１名）
が広島県福山市から新潟県長岡市に移動するととも
に，安全管理員がつくば市から長岡市に旅行し合流
する体制とした． 
被災地における，１班での８日間という短期間の
作業のため，計画段階での 80 点の調査対象点を全て
調査することは困難であった．このため，調査効率
を勘案し，北端及び南端に位置する出雲崎町及び上
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越市の三角点を優先して調査した．調査未了地域の
三角点については，その後実施する三角点改測作業
中に順次調査を行いながら観測を進めることとした．
８月１日までの期間に被災地の 43 点の三角点調査
を実施した．調査地域において，何箇所かで崩積土
による通行規制等があったものの，短期間で 43 点
の三角点の調査が実施できたのは，調査地域が比較
的平坦地であり，徒歩時間が短かったためスムーズ
に作業が進んだと考えられる．  
 
４．三角点改測作業 
直営による三角点改測作業は，８月 21 日から９月

27 日までの日程で，安全管理員３名（課長・課長補
佐３名によるローテーション），作業員８名（職員４
名，測手４名）の編成で作業車３台を使用し実施し
た．職員４名ともに複数回の緊急測量経験があり，
如何に効率よく成果提供を行うか，どのような配点
密度で改測を行えばパラメータ算出に有効かなどの
ノウハウがあり，改測作業は順調に進んだ．また，
数名の職員は中越地震の際の改測作業にも従事して
いたため，重複する三角点の状況等も把握しており，
その情報は観測方法の決定に対して有効に生かされ
た．観測は，緊急測量調査結果による 43 点と観測作
業中に並行して調査を行った 65 点（内２点は街区基
準点）の合計 108 点を実施した． 
 

 
図－５ 三角点改測作業状況写真 

 
特に平成 16 年時の改測作業地域の改算も視野に
入れた観測では，固定点とする三角点の観測に労力
を費やした．従前の震災に伴う三角点改測作業では，
地殻変動が認められた地域においての復旧・復興事
業を最優先とし，使用頻度が高く短期間に観測が可
能な基準点を優先して選定していた．しかしながら，
改算を考慮すると網の端の三角点及び固定点の配点
密度を考慮して基準点を決定しなければならず，１
時間程度の徒歩時間を要する三角点においても観測

を実施した． 
 

 
図－６ 平成 16 年度（左）と平成 19 年度（右）

の同一三角点の観測状況の変化 

 
直営による三角点改測作業では，地震前の実用成
果との比較で，最大値として水平成分で 16.9cm，上
下成分でマイナス 28cm の変動結果が得られた. 
外注作業においては，北陸地方測量部発注により，

国土調査経費を用いて緊急基準点改測作業として実
施した．期間・作業量・作業内容は以下のとおりで
ある． 
 
新潟県中越沖地震に伴う緊急基準点改測 
【柏崎地区】 
作業量：改測 35 点 
作業期間 H19.8.24～H19.11.22 
観測期間 H19.9.25～H19.10.5 
 三角点の効用保全を目的に，四等三角点２点の傾
斜改埋及び四等三角点１点の低下改埋を実施． 
【柏崎北部地区】 
作業量：改測 38 点 
作業期間 H19.8.24～H19.12.5 
観測期間 H19.10.9～H19.10.25 
 三角点の効用保全を目的に，四等三角点４点の傾
斜改埋を実施．四等三角点１点亡失のため，後日，
該当点を廃点． 
 
５．高度地域基準点測量 
地震に伴う詳細な変動をさらに広域で捉えるため，
当該地域において高度地域基準点測量を外注作業に
より実施した．中越地区として，長岡市，柏崎市，
小千谷市，十日町市，上越市に位置する，一等三角
点４点，二等三角点 12 点，三等三角点４点の計 20
点の作業量とした．このうち柏崎市の山林に位置す
る二等三角点「椎谷」は，三角点の直近に地震に伴
う亀裂が生じていたため，崩落等の危険性を考慮し，
ふもとの公園内に移転した．また，平均図に組み込
まれた電子基準点 11 点のうち，アンテナ架台基礎上
面が地中形式となっている 02 番台の２点を除き，架
台の傾斜測定を合わせて行っている．作業は当初計
画どおり，８月 15 日から 11 月 29 日までに実施され
た． 



国土地理院時報 2008 №116 38

 

図－７ 高度地域基準点測量作業地域図 

 
計算結果の変動量等を考慮し，成果公表停止地域
内に位置する 10 点（「椎谷」含む）については改測
点として，高度地域基準点測量結果を用いて成果を
改定した． 
 
表－２ 高度地域基準点における成果改定点一覧 

 
 
６．平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震に伴う三
角点改測データを用いた改算 
成果公表停止範囲には，中越地震に伴い三角点改
測作業が実施された地域が含まれていた．該当地域
は，長岡地区（国改 186 部），小千谷地区(国改 189
部)の一部であったが，両地区は中越沖地震の震源断
層からある程度離れており，その変動には歪みは少
ないと判断できる．このため，該当する三角点の外
周に位置する数点については三角点改測作業で改測
するものの，その他の三角点については，中越地震
に伴う三角点改測のデータを用いて，改測した三角
点を固定点として改算により改定成果を求めること
とした．両地区の改算平均図を図－８，９に示す．
この改算平均図に基づき，三次元網平均プログラム
GSI3DME_G2N(Ver1.4)を用いて，長岡地区においては
16 点，小千谷地区においては 46 点の計 62 点の三角 

 
図－８ 長岡地区三角点改算平均図 

 

 
図－９ 小千谷地区三角点改算平均図 
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点の改定成果を算出した． 
両地区の三次元網平均における基線ベクトルの３
次元 XYZ 成分の最大残差は，長岡地区では 42mm，小
千谷地区では 29mm であった．実用上，特段支障のな
い改算成果が算出できたと判断できる． 
 
７．高精度三次元測量 
７．１ 概要 
地震に伴う地殻上下変動を把握するとともに，地
震による災害復旧・復興事業に必要な測量に正確な
高さの基準を与えるために，８月中旬から高精度三
次元測量（柏崎地区：上越市から柏崎市，出雲崎町
から燕市及び，刈羽村から長岡市を経由して小千谷
市に至る水準路線）を外注作業により実施した．あ
わせて隣接する電子基準点付属標４点（小千谷，柏
崎２，大潟，寺泊）及び直江津港検潮場への取付観
測を実施した． 
当初作業は機動観測課を中心に緊急に行われた高
精度三次元測量の実施路線（以下，「緊急測量路線」
という．）を除く 99km の観測量として開始した．水
準点自体には，地震に伴う故障点は存在しなかった
ものの，緊急測量路線との検測において，余効変動
と考えられる較差が生じたため，震源断層付近にお
いては，緊急測量路線と重複して観測を行うよう観
測を 26 ㎞（電子基準点「出雲崎」及び「柏崎１」付
属標取付観測及び柏崎験潮場取付観測含む）追加し，
125 ㎞に観測量を変更して実施した．これに伴い，
作業期間も当初計画の８月 15 日～12 月６日までを
８月 15 日～12 月 18 日までに変更した．高精度三次
元測量柏崎地区実施路線図を図－10 に示す． 
 

 
図－10 高精度三次元測量観測路線図 

７．２ 水準点成果の改定 
高精度三次元測量の観測結果による変動図を図－
11 に示す． 
水準点成果の改定は，実用成果（2000 年度平均成
果）からの変動量が，隣接点の変動量に比べて，15
㎜を超える水準点について実施した． 
この結果 39 点（一等水準点 34 点，二等水準点※１

５点）の水準点の成果を改定した． 
なお，機動観測課を中心に実施した緊急測量路線
内の水準点成果改定については，高精度三次元測量
作業柏崎地区における成果改定と同時に実施した． 
 
※１ 二等水準点は電子基準点付属標と兼用して
いる点である．なお，電子基準点「寺泊」の二等
水準点は制限内のため改測点から除外した． 
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図－11 高精度三次元測量柏崎地区変動図 
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８．補正パラメータの構築と適用 
８．１ 補正パラメータの構築 
成果公表停止範囲の 225 点の三角点については，
改測及び改算により改定成果を公表したものの，残
りの 99 点については，改定成果が求められていない
状況であった．改定成果が求められていない三角点
は，改測点及び改算点に挟まれるよう帯状に存在し
ていたため，改測，改算三角点の成果改定量を変動
データとして，補正パラメータ方式により改定成果
を求めることとした．三角点改測 175 点（成果停止
範囲外の 19 点を含む），改算 62 点（成果停止範囲外
の３点を含む），及び高度地域基準点全20点の計257
点の変動データより，周辺改定量と明らかに様相の
異なる変動データは除外し，補正パラメータを構築
した．除外した変動データは，水平座標補正パラメ
ータでは 24点分，標高補正パラメータでは 15 点分
となる．これらの点の中には，地滑り等の地震に伴
う地殻変動以外の影響が含まれている恐れのある三
角点が存在する．Transform3.4 を用いて，グリッド
データ化は Kriging 法により各３次メッシュコード
南西角グリッド上の変動量推定を行い，PatchJGD 及
び PatchJGD（標高版）用の補正パラメータを作成し
た．作成した各補正パラメータの精度は，内部評価
方式で確認した．水平座標補正パラメータの内部評
価の距離成分における標準偏差は±９mm，標高補正
パラメータの内部評価の標準偏差は±16mm となっ 
 

 
図－12 補正パラメータ方式により改算成果を求める三

角点の配置状況図 

た．実用上問題のない補正パラメータが構築できた
と判断し，この補正パラメータを使用して成果未改
定三角点 99 点の改定成果を算出した． 
なお，成果未改定三角点 99 点のうち，長岡市小国

町に位置する四等三角点３点については，長岡市に
おいて地籍再調査のための検証測量作業が行われて
いたため，北陸地方測量部より「公共測量成果を使
用した基準点成果の修正について」承認申請があり，
平成 20 年５月７日付け国地測基第６号により測地  
 

 

図－13 座標補正パラメータ構築に用いた変動データ 

 

 

 
図－14 標高補正パラメータ構築に用いた変動データ 
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部長承認され，改測扱いにより成果が改定された．
また，この３点に隣接する三等三角点１点及び四等
三角点２点については，改定量も微少であったため，
上記３点との整合性を考慮し，改算成果による成果
改定は行わず，従前成果のまま成果公表停止解除の
措置を行うこととした． 
 
８．２ 補正パラメータの適用 
成果未改定三角点のための補正パラメータとして，
成果公表停止範囲全域のパラメータファイルを作成
したが，公共測量成果を補正するために公開するパ
ラメータの範囲については検討する必要があった．
検討の結果， 中越地震に伴い三角点改測作業が実施
された地域と震源断層近傍の刈羽村の地域において
は，以下の理由により補正パラメータの提供は行わ
なかった．中越地震に伴う三角点改測作業では，水
平変動の方向・大きさに一様な規則性が見出せない
として，対象地域全ての三角点を改測により成果改
定を行うとともに，公共測量成果においても，改測，
改算で成果改定を進めるとして，補正パラメータは
提供されなかった．対象地域の全ての三角点の改測
成果の公表完了が平成 17 年 12 月 22 日であり，２年
程度の期間しか経過していない状況では，中越地震
に伴う公共測量成果の改定の進捗率は低いと推測さ
れる．このような状況では，中越沖地震に伴う変動
パラメータを公表することで誤った使用が危惧され
るとともに，公共測量の指導・助言においても混乱
が予想され，必ずしも公共測量での負担軽減に繋が
らないと考えた．また，刈羽村の地域では，水平成
果改定量において，北部は改定ベクトルが東南東方  
 

 

図－15 三角点成果改定量図（水平成分） 

向を示しているものの，南部は北西方向を示してお
り，狭い範囲で改定量が大きく変化し，改定量に明
確な規則性が見出せなかった．このような地域では，
未知点（グリッド上）の変動量を推定し，補完する
Kriging 法は適当でなく，作成された補正パラメー
タの信頼性も疑わなければならない． 
このため，公共測量成果を補正するために公開す
るパラメータについては，中越地震に伴い三角点改
測が実施された地域と刈羽村の地域を除外し，行政
界を考慮のうえ提供範囲を決定した．提供範囲は，
水平座標及び標高補正パラメータとも同範囲として，
柏崎市，上越市，出雲崎町，刈羽村を対象に，北緯
37 度 09 分 30 秒以北，北緯 37 度 35 分 00 秒以南，
東経 138 度 46 分 00 秒以西のうち，北緯 37 度 24 分
00 秒以北，北緯 37 度 27 分 30 秒以南，東経 138 度
40分30秒以西の矩形領域を除く陸域とした．なお，
除外した刈羽村の矩形地域に位置する三角点は，全
て改測により成果改定が行われているため，補正パ
ラメータ方式により改算した三角点はない． 
公表した補正パラメータでは，出雲崎町北部の長
岡市との行政界付近，及び上越市北部に位置するパ
ラメータ南端部においては，改定量が十分収束して
いないため，この地域の利用には注意を必要とする．
どちらも山林域であるが，実施する公共測量によっ
ては点検測量等を実施のうえ，精度確認を行うべき
である． 
 

 
図－16 公表した水平補正パラメータの大きさ（秒） 
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図－17 公表した標高補正パラメータの大きさ（ｍ） 

 
９．まとめ 
測地部では，災害復旧・復興に資するため，速や
かな成果改定を目標に最大限の取り組みを図った．
今回取り組んだ中越沖地震に伴う 455 点の基準点成
果改定の内訳及び公表日は，表－３及び図－18 のと
おりである． 
 

表－３ 基準点測量成果の改定内訳 

種　別 成果公表年月日 点数 備　　考

電子基準点 平成19年8月17日 6点
出雲崎、新潟三島、柏崎1、柏崎2、
小千谷、高柳
三角点改測102点
(うち19点は成果停止範囲外）
改算62点
(うち3点は成果停止範囲外）

平成20年2月1日 147点
三角点改測147点
(うち64点は成果停止範囲外）

92点 補正パラメータによる三角点改算

3点 公共測量成果を使用した改測

3点 成果公表停止解除

1点 廃点

水準点 平成20年3月10日 39点
・一等水準点34点
・電子基準点(二等水準）5点

164点

三角点

平成20年7月1日

平成19年12月7日

 

 
改測基準点から求められた成果改定量の状況とし
ては，最大値は水平及び標高とも，柏崎市北部の出
雲崎町との行政界付近の海岸地域であり，水平成分
で東方向に約 30cm，標高成分では約 36cm の沈降と
なっている． 
測地部では，発災後１年以内に成果改定を完了す
る計画で事業を進め，ほぼ計画どおりに成果改定を
完了することができた．ただし，今回の成果改定で
は，補正パラメータの提供に関しての検討に時間を
要した．被災地は積雪地域であるため，改測作業は

冬季前に終了しており，補正パラメータの提供やそ
の範囲を迅速に決定することで，さらに速やかに成
果改定を完了することも可能であった．しかしなが
ら，その点においては，今回の中越沖地震に伴う成
果改定事業は，今後の重要な道筋を示すことができ
たと考える．電子基準点や三角点等の国家基準点成
果のみを高精度に改定したとしても，その成果を基
に作成された広範な公共測量成果の改定までをケア
しなければ国土地理院の使命を果たしたとはいえず，
そのような考え方に基づき，可能な限り公共測量で
の負担を軽減することを念頭にパラメータの提供及
びその範囲を決定した．成果改定範囲全域の補正パ
ラメータを提供することが理想であるが，地殻変動
の様相（変動量，歪み），公共測量への影響，地域の
特性（地形，人口）等を踏まえた上で，パラメータ
を提供すべきでないと考えられる地域は除いてでも，
提供可能な範囲は提供する方針とした．今後は，今
回の考え方を基本として対応し，さらに早急に被災
地における成果改定を完了させることが望まれる． 
 

 
図－18 基準点成果改定概要図 

 
今回の成果改定事業によって改定された基準点成
果及び提供した補正パラメータにより，震災復旧・
復興が進み，１日も早く被災された住民の方々の生
活が取り戻されることを強く願うものである． 
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緊急測量調査，三角点改測，高度地域基準点測量，
高精度三次元測量，改算及び補正パラメータ構築作
業に携わった職員及び測手は次の方々である． 
 
職員 
測地基準課 後藤清，岩田昭雄，田上節雄， 

千田進一，大中泰彦，大森秀一， 
徳留護，齋藤郁雄，瀬川秀樹， 
岩田和美 

 計画課   岡村盛司 
 機動観測課 池田尚應，佐々木利行，横川正憲， 
       塩谷俊治 
 北陸地方測量部 益子栄，伊藤純一 

 測手    佐藤忠義，伊東政志，朝比奈政朗， 
       中島宗治 
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